
 

 

 

 

 

 

  第２章 施策の展開方向 

展開方向１ 経営基盤の強化に資する生産基盤整備 



第２章 施策の展開方向 
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【図2-1-1 水田整備率の推移】 

展開方向１ 経営基盤の強化に資する生産基盤整備 

 

 

 

 
 

 

 

(１) 生産コストの低減 

 

・ 令和２年における本県の水田整備率は、平成 

27 年の 61.8%から 2.3 ポイント上昇し 64.1% 

に向上したものの、令和元年時点で北陸３県 

より 18.4 ポイント、全国より 2.9 ポイント低 

くなっています。 

 

・ 本県の基幹的農業従事者数*1は、平成 22年 

からの 10年間に約 29,000 人減少し、令和２年 

に約 46,000人となっており、今後更に減少が続 

き、令和 12年には現在の 2/3の約 30,000人 

になると予想されています。 

 

・ 本県の担い手*2への農地集積率は、平成 28 年 

から 4.8 ポイント上昇し、令和 2 年には 64.8%と、 

全国平均に比べ 6.8 ポイント高くなっています。 

 

 

・ 全国の作付規模別の米生産費を比較すると、 

規模拡大が進むにつれて生産費は減少するが、 

５ha 以上の規模は減少幅が少ないことから 

生産費を下げるためには、規模拡大と合わせて 

集約化を進める必要があります。 

 

・ 農業者の所得向上を図るためには、経営の効率化等に 

よる生産コストの低減を一層進める必要があります。 

 

*1
 
基幹的農業従事者数とは、農業就業人口のうち、ふだん仕事として主に農業に従事している者。 

*2
 
担い手とは、認定農業者、集落営農経営(特定農業団体、集落営農組織）、市町村基本構想水準到達者、認定新規就農者。 

【図2-1-2 新潟県における基幹的 

農業従事者数の推移】 

今後、農業者の大幅な減少が予想される中、農業者の所得向上を図るためには、規模拡大や

米の生産コストの低減を進めるとともに、稲作だけに頼らない農業経営への転換に向けた経営

の多角化・複合化を推進する必要があります。 

このため、農地の大区画化と水田の汎用化やスマート農業の導入などによる一層の営農の省

力化を進めるとともに、ほ場整備を契機とした担い手への農地の集積及び分散している農地を

担い手ごとにまとめる集約化、経営規模の拡大、生産コストの低減、大規模園芸の導入による

産地づくりを推進していきます。 

 

現状と課題 

【図2-1-4 作付規模別の生産費  

(R元年産、60kg当たり)】 

資料：農林水産省調査及び新潟県調査 

資料：農林水産省調査 

資料：農林水産省調査 

資料：農林水産省調査 

【図2-1-3 担い手への農地集積率の推移】 
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● 経営規模の拡大と農地の集約化 

・ 農業生産性を向上させるため、農地の大区画化を進めるとともに、ほ場整備を契機とした担い 

手への農地の集積・集約化により、経営の規模拡大を推進します。 

 ・ また、今後、農業者の減少や高齢化が更に進み、担い手の一層の規模拡大が不可避なことから、

営農の効率化が図られる農地の集約化を推進します。 

● 農地中間管理事業の活用 

・ ほ場整備の実施にあたっては、効率良く農地を担い手に集積・集約化するため、農地中間管理

機構、市町村、農業委員会、土地改良区、土地改良事業団体連合会等の関係機関と連携し、農地

中間管理事業の活用を推進します。 

● コスト低減方法の普及 

・ 担い手の生産コストの把握を進め、研修等を通じ、農作業の効率化によるコスト低減方法の普

及に努めます。 

● きめ細かな整備 

・ 多様なニーズに沿ったきめ細かな耕作条件の改善を図るため、畔抜きによる区画拡大など、機 

動性の高い整備を進めます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

合　　　計

A 1 規模拡大志向農家

A 2

農業生産法人 ②

A 4

A 7

A 9

A 11

農業生産法人 ①

P 1

P 2

A14 規模拡大志向農家

A15

P 3

B 個人営農農家

〃

〃

〃

〃

〃

〃

           

経営・組織形態等

農業生産法人 ①

204.1

6.1

0.9

4.6

12.7

3.0

3.7

24.2

30.6

2.0

3.6

34.8

77.9

大区画

(1ha)

標準区画

(50a)

ほ場形態  耕作面積（ha）

凡　　　　例

事業実施前 事業実施後 

【農地の集積・集約化の例】 

【ほ場整備による農地の大区画化の例】 

整備前 
整備後 

220m 

経営体育成基盤整備事業 羽黒地区（新潟市・燕市） 

対応方向 

経営体育成基盤整備事業 米倉地区（新発田市） 
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● ほ場整備によるスマート農業の加速化 

 

・ 自動走行農機等の導入による効率的な営農に対応出 

来るよう、担い手の意向に合わせ区画を拡大出来るほ 

区均平*3による整備の実施を推進します。                 

 

 

 

 

 

 

・ 専用機械による草刈りの実施が可能となるよう畦畔 

法面を緩勾配にすることや、ターン農道などのスマー 

ト農業の導入促進に資する整備を行うとともに、一定 

以上集約化を進める地区を対象に、農地の整備と併せ 

てＩＣＴ自動給排水栓などを整備し、一層の省力化を 

推進します。 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 

 

 
 
 
*3 ほ区均平とは、ほ区（農道や水路で囲まれた区域）を同じ高さに均すこと。 

出典：農研機構ウェブサイト 

【自動給水栓や遠隔操作が可能なシステムの導入イメージ】 

ほ場水管理システムの概要 
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【図2-1-5 水田汎用化率の推移】 

 (２) 園芸産地の育成 

 

・ 令和２年における水田汎用化率は、平成 27 年の 48.5%から 4.2 ポイント上昇し 52.7%に向上し

ました。 

・ 令和元年時点で北陸３県より 1.9 ポイント低く、全国より 6.1 ポイント高い状況です。 

・ 多様な農産物の栽培を可能とする生産性の高い優良農地を確保するため、水田整備と併せて暗 

渠排水整備の推進が必要です。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・ 農地集積率や整備率等は向上していますが、稲作が主体である本県の農業産出額は、国内の米

需要の減少等に伴う長期的な米価の低下により減少しています。 

・ 農業産出額を増加させ、農業者の所得向上を図るためには、経営の多角化・複合化等の推進な

ど、担い手が目指す多様な営農を実現していくことが必要です。 

 

    

 

● 水田の汎用化の推進 

・ 園芸作物など消費者ニーズに即した多様な農産物を効率良く生産し、産地化を進めるため、排

水対策の徹底による水田の汎用化を推進します。 

・ 粘土質水田における園芸導入を可能とする「かんがい排水技術マニュアル」を活用しながら、

暗渠排水や地下水位制御システム等の基盤整備と表土破砕等の営農作業と組合せた効果的な対策

を実施し、ほ場整備地区での園芸導入を推進します。 

● 産地化を実現できるほ場整備計画の策定 

・ ほ場整備を契機とした園芸産地の育成、拡大に向け、農地部と農林水産部で構成するワーキン

グチームが、農業者、JA、市町村、土地改良区等に加え、実需者とも連携し、ほ場整備の構想

段階から生産者、栽培品目、生産量、集出荷方法、販売先等の具体的な営農計画について合意形

成を図り、園芸産地化を実現するためのほ場整備計画の策定を支援します。 

● 園芸導入の本格導入に向けた支援 

 ・ 園芸作物が円滑に導入されるよう、ワーキングチームが中心となって、ほ場整備の調査・計画

段階から試験栽培による技術習得を支援します。 

● 機械化一貫体系の導入や施設園芸の取組支援 

・ 生産から販売までの一貫した営農計画の実現に向け、関係機関と連携し、機械化一貫体系の導

入や施設園芸の取組等について支援します。 

 

現状と課題 

対応方向 

資料：農林水産省調査及び新潟県調査 
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【えだまめの作付け状況】 

 

経営体育成基盤整備事業 女川地区（関川村） 経営体育成基盤整備事業 大戸地区（弥彦村） 

水田の汎用化により農業法人がえだま

めの生産規模を拡大（R3:6.7ha） 

ほ場整備を契機に法人を設立し、育苗ハウス

でのトマト栽培を導入（R2:ハウス5棟） 

作物の選定および販路の検討 

検討会 

栽培・収穫・出荷 

新たな産地の育成 

作物の選定から生産・販売の検討まで、見直しながら繰

り返すことで、産地の育成を図ります。 

暗渠排水工事等 機械導入や栽培技術習得 

支援体制 

集出荷体制の整備 導入作物に適した耕作条件に改善 農業機械の導入や栽培技術習得 

新たな導入作物の生産 販売 

土地利用計画及び作付計画の策定 
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田・畑転換

施設園芸エリア

水稲エリア

畑作エリア

● 営農構想に沿ったオーダーメイドの整備 

・ 園芸導入を推進するにあたり、栽培する作物の生育環境に適した地下水位を、任意にコントロ

ールできる暗渠排水の整備を推進します。 

 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・ 「どの場所で」「どのような作物を」「どのくらい栽培する」といった、地域が目指す営農構

想を実現するための土地利用計画を反映したほ場整備を推進します。 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

施設園芸エリア・・・・設置する施設に対応する盛土の検討 

出荷用大型トラックに対応した設置位置の検討 等 

畑作エリア・・・・・・栽培作物に対応した作土の検討 

作物に対応する給水システムの検討 等 

田・畑転換エリア・・・暗渠排水の検討、地下水位制御システムの検討 等 

 

 

 

 

設定水位
+20～－30cm

地 下 水 位 の 調 整

地下水を作物の生育状況に適した水位に制

御し、田畑輪換を容易にするシステム。 

【多機能排水桝（Ｗ排水桝）】 

・ ～「made in 新潟」登録技術～ 

 地表水を排水する田区排水桝の機能

と地下排水を調節する水こうの機能の

2 つの役割を併せ持つ多機能排水桝。 

簡素な構造で補修も容易であり、維

持管理が軽減されるメリットがありま

す。 

 

【地域が求める土地利用のイメージ図】 

・ 

【地下水位制御システム】 

・ 
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(３) 担い手の育成支援 

 

 

・ 本県の令和元年度の他産業並の労働時間で他産業と遜色のない所得を確保する農家や法人（経

営体）の数は、農地集積が進んだことなどにより順調に増え、前年度に比べ 287 増加し 6,386 経

営体となっています。 

・  令和元年度の農業法人数は、前年度に比べ 49 増加して 1,190 法人となり、このうち、農地所

有適格法人*4数は 983法人となっています。 

・ 経営耕地面積規模別農業経営体数では、経営耕地面積５ha を分岐点として、規模拡大が進展

しています。 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

  

 

 

 

・ 農業者の所得向上を図るため、消費者ニーズや農業を取り巻く社会情勢の変化に対応できる優

れた経営感覚を持った担い手の育成と、経営基盤の強化を推進する必要があります。 

 

 

● 経営感覚を持った担い手の育成 

・ 地域での話合いを通して、事業の構想、計画段階から育成すべき担い手を定めるとともに、組

織化、法人化を推進します。 

・ 農地の集積・集約化による経営規模の拡大や生産コストの低減、経営の多角化、複合化を推進

します。 

・ 研修会等を通じて、経営感覚に優れ、生産から販売までを見据えた戦略的な経営を行う担い手

の育成を進めます。 

・ 収益性の高い農業を実現するため、園芸作物の栽培に取り組む担い手の育成を進めます。 

 
《関連する事業》 
・経営体育成基盤整備事業 ・耕作条件改善事業 ・畑地帯総合整備事業 等 
 
*4 農地法上、耕作目的での農地の取得が認められている法人の呼称。 

現状と課題 

対応方向 

【図2-1-6 経営体数の推移】 

・ 

【図2-1-7 農業法人数の推移】 

・ 

  
【表2-1-1 経営規模別経営体数の推移】 
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トピックス①】 

園芸作物の産地化に向けた取組事例 

「ほ場整備を契機とした園芸産地化モデル地区」 

 

   県では水田を活用した大規模な園芸産地の育成・拡大を推進しており、ほ場整備事業が完了し

大区画となった北鯖石東部地区（柏崎市畔屋）において、たまねぎの機械化一貫体系栽培の実証

に取り組んでいます。 

   生産者である農事組合法人は、ほ場整備により大型機械での作業が可能となったこと、任意生

産組織から法人に移行したこと、JA 柏崎を通じた販路確保もできたことから、たまねぎ栽培導

入を決めました。 

 

たまねぎの栽培ほ場面積は 3.４ha で数年周期で水稲との輪作を行っており、ほ場内には地下

水位制御システムを導入し、地下かんがいにより収量・品質の向上に取り組んでいます。 

   現在、中晩生の品種を 1.6ha（R３年 10 月定植～R４年６月収穫）で栽培し、単収の向上、

品質の安定、生産技術の確立を目指しています。 

  

また、令和３年度には、ワーキングチームが主体となり、機械作業による効率的な作付け体系

について理解を深めてもらい、園芸産地の育成・拡大を推進するため、県内のほ場整備地区の関

係農業者を対象に、園芸産地化現地研修会を開催しました。 

 

 

 

   

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【大区画ほ場におけるたまねぎの収穫作業（現地研修会）】 

 

経営体育成基盤整備事業 北鯖石東部地区（柏崎市畔屋） 
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農産物直売所いちごハウス

 

【トピックス②】 

経営の多角化の推進 

 

農地所有適格法人等が、収穫した農産

物を自ら又は他産業者と連携して商品化

したり、観光農園やレストランで価値を

つけて消費者に提供する取組により、更

なる所得増加を目指しています。 

 
 

 

  

 

 

 

 

 

 

  
 

 

【事例紹介１】坂井川右岸地区（新発田市） 

A法人：転作大豆を活用した“大豆まるごと豆腐”のブランドでスーパーなどに幅広く販売 

B法人：転作大豆を活用した豆菓子の販売のほか、仕込み味噌にも挑戦。また、おにぎりの直営店をオー

プンし、自前の農産物を中心に提供 
 

 

【事例紹介２】魚沼川西地区（十日町市） 

C法人： 複合営農の一環として、隣接する温泉施設のお湯を再利用したいちご「越後姫」の温室栽培の 

他、自社で生産した原料を用いたいちごやかぼちゃのシャーベット、切り餅加工などの取組を

推進 


